
令和７年３月１８日 

 

 

国立市議会議長  髙柳 貴美代 様  

 

 

 

総務文教委員長  古濱  薫 

建設環境委員長  大谷 俊樹 

福祉保険委員長  石井めぐみ 

議会運営委員長  遠藤 直弘 

予算特別委員長  藤田 貴裕 

（公 印 省 略） 

 

 

委 員 会 審 査 報 告 書 

 

 

令和７年国立市議会第１回定例会において、本委員会に付託された事件の

審査の結果を、下記のとおり会議規則第６８条及び第７０条の規定により報

告します。  

なお、予算特別委員会に付託された第２３号議案に対し、別紙１のとおり

附帯決議を付すべきものと決定したことを申し添えます。  

 

 

                記  

 

件       名 付託委員会  月  日 結  果 

第２号議案 国立第二小学校改築工事（建築工

事）請負変更契約の締結について 

総務文教委員会 ３月１３日 原案可決 

第３号議案 市長等及び教育長の給与の特例に

関する条例案 

総務文教委員会 ３月１３日 原案可決 

第４号議案 国立市地域公共交通活性化協議会

等設置条例案 

建設環境委員会 ３月１４日 原案可決 

第５号議案 国立市非常勤特別職職員の報酬お

よび費用弁償に関する条例の一部

を改正する条例案 

総務文教委員会 ３月１３日 原案可決 

第６号議案 刑法等の一部を改正する法律の施

行に伴う関係条例の整理に関する

条例案 

総務文教委員会 ３月１３日 原案可決 



件       名 付託委員会  月  日 結  果 

第７号議案 市長等の給与および旅費に関する

条例の一部を改正する条例案 

総務文教委員会 ３月１３日 原案可決 

第８号議案 職員の旅費に関する条例の一部を

改正する条例案 

総務文教委員会 ３月１３日 原案可決 

第９号議案 国立市職員退職手当支給条例の一

部を改正する条例案 

総務文教委員会 ３月１３日 原案可決 

第１０号議案 国立市新型コロナウイルス感染症

対策基金条例を廃止する条例案 

総務文教委員会 ３月１３日 原案可決 

第１１号議案 国立市家庭的保育事業等の設備及

び運営の基準に関する条例の一部

を改正する条例案 

福祉保険委員会 ３月１７日 原案可決 

第１２号議案 国立市地域包括支援センターの人

員及び運営に関する基準を定める

条例の一部を改正する条例案 

福祉保険委員会 ３月１７日 原案可決 

第１３号議案 国立市介護保険条例の一部を改正

する条例案 

福祉保険委員会 ３月１７日 原案可決 

第１４号議案 国立市保健センター条例の一部を

改正する条例案 

福祉保険委員会 ３月１７日 原案可決 

第１５号議案 国立市国民健康保険税条例の一部

を改正する条例案 

福祉保険委員会 ３月１７日 原案可決 

第１６号議案 国立市都市公園における移動等円

滑化の基準に関する条例の一部を

改正する条例案 

建設環境委員会 ３月１４日 原案可決 

第１７号議案 国立市下水道条例の一部を改正す

る条例案 

建設環境委員会 ３月１４日 原案可決 

第１８号議案 令和６年度国立市一般会計補正予

算（第７号）案 

総務文教委員会 

建設環境委員会 

福祉保険委員会 

３月１３日 

３月１４日 

３月１７日 

原案可決 

原案可決 

原案可決 

第１９号議案 令和６年度国立市国民健康保険特

別会計補正予算（第３号）案 

福祉保険委員会 ３月１７日 原案可決 

第２０号議案 令和６年度国立市介護保険特別会

計補正予算（第３号）案 

福祉保険委員会 ３月１７日 原案可決 

第２１号議案 令和６年度国立市後期高齢者医療

特別会計補正予算（第１号）案 

福祉保険委員会 ３月１７日 原案可決 

第２２号議案 令和６年度国立市下水道事業会計

補正予算（第２号）案 

建設環境委員会 ３月１４日 原案可決 

第２３号議案 令和７年度国立市一般会計予算案 予算特別委員会 ３月１０日 原案可決 



件       名 付託委員会  月  日 結  果 

第２４号議案 令和７年度国立市国民健康保険特

別会計予算案 

予算特別委員会 ３月１１日 原案可決 

第２５号議案 令和７年度国立市介護保険特別会

計予算案 

予算特別委員会 ３月１１日 原案可決 

第２６号議案 令和７年度国立市後期高齢者医療

特別会計予算案 

予算特別委員会 ３月１１日 原案可決 

第２７号議案 令和７年度国立市下水道事業会計

予算案 

予算特別委員会 ３月１１日 原案可決 

第２９号議案 国立市一般職の任期付職員の採用

及び給与の特例に関する条例の一

部を改正する条例案 

総務文教委員会 ３月１３日 原案可決 

第３０号議案 職員の勤務時間、休日、休暇等に関

する条例の一部を改正する条例案 

総務文教委員会 ３月１３日 原案可決 

第３１号議案 国立市会計年度任用職員の報酬、勤

務条件等に関する条例の一部を改

正する条例案 

総務文教委員会 ３月１３日 原案可決 

第３２号議案 職員の給与に関する条例等の一部

を改正する条例案 

総務文教委員会 ３月１３日 原案可決 

第３３号議案 令和６年度国立市一般会計補正予

算（第８号）案 

福祉保険委員会 ３月１７日 原案可決 

請願第２号 犬猫食規制条例の制定を求めるこ

とに関する請願 

建設環境委員会 ３月１４日 不 採 択 

請願第３号 社会保険料の引き下げを国に求め

ることに関する請願 

福祉保険委員会 ３月１７日 不 採 択 

陳情第１号 公職選挙法違反の疑いを抱いた一

連の事実と法令遵守に関する陳情 

総務文教委員会 ３月１３日 不 採 択 

陳情第２号 若者会議の創設に関する陳情 総務文教委員会 ３月１３日 採 択 

陳情第３号 市役所管理職のジェンダー平等推

進に関する陳情 

総務文教委員会 ３月１３日 採 択 

陳情第４号 市民と共に「いじめ」「自殺」「児童

虐待」「犯罪」等を減らす取り組みに

関する陳情 

総務文教委員会 ３月１３日 不 採 択 

陳情第５号 議会の審議において、どの議員が、

どの議案に「賛成」「反対」「棄権」

したかが分かるような図をつくり、

自治体のホームページで公開する

ことに関する陳情 

議会運営委員会 ３月１２日 不 採 択 



件       名 付託委員会  月  日 結  果 

陳情第６号 国立市におけるごみ分別ルールは、

「容器包装プラスチック」と「不燃

ごみ」の仕分け概念を理解する難易

度が高く、分別ルールの理解を落と

し込むのに困難・苦労が生じている

状況のため、ごみ分別学習会・講習

会の定期開催を国立市に求める事

に関する陳情 

建設環境委員会 ３月１４日 不 採 択 

陳情第７号 子どもたちを安心して育てる環境

を求める陳情 

福祉保険委員会 ３月１７日 継続審査 

陳情第８号 国立第二小学校の中庭周りのスロ

ープに関して検討して安全な学校

施設に改善を求める陳情 

総務文教委員会 ３月１３日 不 採 択 

陳情第９号 国立第二小学校改築工事に伴う既

存樹木の移植に関する陳情 

総務文教委員会 ３月１３日 不 採 択 

陳情第１０号 （仮）クレイシア国立新築工事及び

他の案件をふまえて都市計画とま

ちづくり行政の問題の解決を求め

る陳情 

建設環境委員会 ３月１４日 不 採 択 

陳情第１１号 国立南部の整備において市民と議

論を重ねて都市計画を練り上げる

ことを求める陳情 

建設環境委員会 ３月１４日 不 採 択 

 



 

令和 7年 3月 10日 

予算特別委員会 

 委員長 藤田貴裕 様 

 

                     提出者  石 井 伸 之 

 

                      〃   香 西 貴 弘 

 

                      〃   藤 江 竜 三 

 

                      〃   中 川 貴 大 

 

令和 7年度国立市一般会計予算案に対する附帯決議(案) 

 

PFAS の人体や農作物への影響については依然として不明な点が多く、災害用井戸にお

ける調査の実施は、風評被害を招く可能性があることから、現時点では凍結することが適

切である。しかし、市長が本調査の実施を推進する方針を示しているため、実施する場合

には、「①調査の手法の適切な検討」、「②調査結果の管理及び評価」、「③結果情報の公表

と活用の適正化」、「④風評被害を最小限に抑えるための予防的措置の実施」の徹底を求め

る。 

文部科学省が推進するインクルーシブ教育の推進に当たっては、個別最適な学習環境を

整備し、学級・学校・地域レベルで包摂力のある教育環境を構築すること。また、「フル

インクルーシブ教育」という文言が与える影響を慎重に検討し、表記の見直しを求める。 

南武線連続立体交差事業については、東京都が実施主体となる事業であることを踏まえ、

進捗状況を適切に把握し、計画に基づき着実に事業を推進することを求める。 

谷保駅周辺まちづくりについては、周辺住民の要望を反映し、良好な都市基盤の整備に

向けた計画策定を進めることが必要である。しかし、市長はこの地域のまちづくりに関す

る住民の切実な要望を踏まえず、令和 7年度予算に反映させなかった。この対応に強く抗

議するとともに、計画を推進することを求める。 

矢川上地区地区計画については、昭和 36 年の土地区画整理事業の網かけ以来、当該地

権者の土地利用が制限されてきた。現状では土地区画整理事業の実施が困難であることを

踏まえ、住民との合意形成を尊重し、速やかに都市計画決定を行うことを求める。 

富士見台地域のまちづくりについては、地域のポテンシャル及び価値をさらに向上させ

るため、国立富士見台団地の再生及び公共施設の再編を推進すること。その際、居住の安

定を最優先に考慮し、適切な時期に事業を推進することを求める。 

国立駅周辺整備事業については、物価高騰による工事費の増加が見込まれることを考慮

し、事業費の適正管理を徹底しながら、事業の円滑な遂行を求める。 

よって、以下の項目を附帯決議項目として強く求めるものである。 

  

別 紙 １ 



 

記 

 

（1） PFASの調査に関して、実施する場合には市長の責任の下で行い、万全の風評被害対

策を講じること。 

 

（2） 教育大綱における「フルインクルーシブ教育」の名称を変更し、文部科学省が推進

するインクルーシブ教育を推進すること。 

 

（3） 南武線連続立体交差事業の推進。 

 

（4） 谷保駅周辺まちづくりの推進。 

 

（5） 矢川上地区地区計画の決定。 

 

（6） 居住の安定を十分に考慮しながら、国立富士見台団地の再生及び公共施設再編を推

進すること。 

 

（7） 国立駅周辺まちづくりの推進。 

 


